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１．はじめに
　報告者がリメディアル教育に関心を持ったきっかけは，大学院修了後に，初めて着任した大学（X大学）において，学生の中途退学の面談を担当したことである。X大学は，初年次の退学率が20％の大学で，成績表が郵送される夏休みや春休みの時期になると，低単位の学生を中心に，ひっきりなしに退学希望者が発生していた。報告者は1年生の担任教員という業務を担当しており，着任早々，必然的に退学対応の当事者になってしまった。
　誰しもそうだろうが，学校というと，通常は自分の母校を思い起こすだろう。例えば，高崎市立高崎経済大学の初年次退学率は，経済学部で1.1％，地域政策学部で0.9％である1）。また，京都大学の初年次退学率は総合人間学部で0.8％，経済学部で0.8％である2）。
　次に，4年間の退学率を見る。高崎市立高崎経済大学の退学率は，経済学部で3.0％，地域政策学部で3.3％である。京都大学の退学率は，総合人間学部で1.5％，経済学部で0.8％である。

　初年次退学率を見ると，X大学は，高崎経済大学の20倍の退学率である。この20倍という格差を，具体的にイメージできるかどうか。これは，当事者となって，そのような大学に勤務しないことには，難しいだろう。
　退学率からも分かるように，日本には約780もの大学があり，その実態は極めて多様である。当事者にならないと想像することが難しい教育問題に次々と直面する。リメディアル教育学会の大会も，成功事例の発表会にするよりは，失敗談の正直な吐露と共有が望ましい。学会という体裁にこだわり過ぎない方がよい。
大学をめぐる理想と現実の乖離，建前と本音の乖離を，高等教育政策の担当者にも辛抱強く伝えることも必要である。中高の復習を正課授業に組み込んだシラバスに対する文科省の批判的指導を見ると，見たくない現実を伝え続ける必要性を強く感じる。
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２．入試の機能不全と学生の自己責任
　X大学は，入試が選抜の機能を果たしていないため，全入の状態だった。「入試が選抜の機能を果たしていない」ことが招く帰結を，具体的にイメージできるかどうか。これも当事者でないと難しいだろう。　
当然ながら，入試が機能していないため，基礎学力が全く担保されない。「大学生ならばこのぐらい知っていて当たり前だろう」という認識が，全く通用しない世界である。
　多くの大学では，学生にTOEICを受験させる。X大学にもそれに準ずる英語科目があり，若手の女性教員が担当していた。非常に熱心な教員であったが，学生のほとんどが中学校1年生レベルという現状を，うまく受け入れられないようだった。さらにクラスの中には数名，非常に学力が高い学生も在籍していたことが，授業運営を一層難しくしていた。
　選択必修科目の法律学の教員は，学生を試験で落としまくっていた。入試が機能していない大学における学生の低学力を，不勉強な学生の自己責任ということで，解消してもいいのだろうか。大学は入試が機能していないことを承知で，低学力の学生を受け入れているわけだから，遅かれ早かれ授業が崩壊し，単位認定をめぐる混乱が生じることは予見していたはずである。
報告者は廃校の道をたどった大学を，常勤として1校，非常勤として1校経験したが，この両方の大学において，組織的に学生の学力実態や単位認定を議論したことなど全くなかった。授業計画も単位認定も，教員個人に委ねられていたが，入試が機能していない大学では，教員による対応の違いが露呈し，学生を混乱させることになる。X大学は必修科目（日商簿記3級の取得）が必修として成り立たない学力実態を，組織的に認めるまでに，少なからずの退学者を出している。

本来，低学力の学生を無条件に入学させたことは，大学が組織的に検討すべき問題であるにもかかわらず，あたかも学生の自己責任のように処理されていた実態も，当事者でないと想像することが難しいだろう。

３．組織的に議論できないディレンマ
　教職員一人ひとりのレベルでは，基礎学力に不安を抱える学生の学習支援に関心を持っている者は多い。

しかし、それが組織的な議論に発展するかというと学内ではなかなか難しいという現状がある。このようなディレンマは、なぜ発生するのだろうか。
　第一に，大学入学後の学生を，偏差値という尺度で論じることを忌避する雰囲気があるからである。入試の段階では，偏差値を指標にするのが通例だが，偏差値はあくまで入試段階の尺度であり，大学入学後はリセットしたいという願望だろう。学内では，偏差値ランキング上の自大学のポジショニングを前提とした現実的な議論が消えてしまう場合もある。
　第二に，入試が機能していない大学においても，トップアップを図ることで成功事例を創り出したいという願望が，教職員には根強いからである。全入状態の大学にも，少数ではあるが，学力も意欲も高い学生がいる。そのような学生を対象に，トップアップを図ることが，大学の評価を高めるという見方である。例えば，30年前は教育困難校として有名だった私立高校が，特進クラスを設けて大学進学実績を上げることで，生まれ変わるようなイメージである。
第三に，リメディアル教育が必要とされる多くの大学は，オーナー経営者がいる私立大学が多いからである。国公立大学を中心に経験している教員にはイメージができないかもしれないが，地方の私立大学には，一族経営のワンマン大学も多い。昔は専門学校から始めたが，ついに念願叶って大学を設立したという経営者に対して，入学してくる学生の実態を，正直に伝える雰囲気がないのである。このように大学のガバナンス形態も多様化しているが，これも当事者でないと想像できないかもしれない。
　リメディアル教育に批判的な教職員は，学習支援や学生支援といったボトムアップの取組に力を入れても，市場からも学内からも評価されないし，むしろ低レベルの大学というイメージを流布するだけではないかという警戒心を持っている。また，いつまでも低偏差値の区分に留まることはないという自負もある。そのような教職員に対して，リメディアル教育の必要性を説くことは，体制批判に映り，学生支援の姿勢が学内でまったく評価されないというディレンマに陥る。学生支援という教職員の基本マインドが減退してしまう。

４．教育力による差別化と焦点化
　「退学率」や「標準修業年限卒業率」といった指標が大学別・学部別に公開される流れが定着した。これらの数字を公開することが避けられないのであれば，大学が考えるべきことは，退学率を減らすためにどのような学習支援をしているのかといったリメディアル教育の取組の一体的・積極的な発信である3）。もし，リメディアル教育の取組を発信することが恥ずかしいのであれば，「退学率」や「標準修業年限卒業率」といった指標を公開してはならない。しかし，情報公開が一般化した今，それらの指標を非公開にすることは，不都合な事実を隠しているのでないかという疑念を高め，新たなディレンマに陥るだろう。
　全入状態の大学経営者に求められるビジョンとは，受け入れた学生の教育に責任を持つ姿勢を示すことである。「うちの大学の偏差値は40ですが，教職員一同，受け入れた学生の教育に責任を持って取り組みます」というメッセージを発信することに力を入れるのである。トップがそのようなビジョンを持っていることが，リメディアルが個々の取組から組織的な取組へ進化する条件である。逆にトップにこのようなビジョンがなければ，リメディアル教育が学内で評価されることはないだろう。
入試が機能するかどうかの分岐点に位置する大学では，ボトムアップを売りにした方が，競合大学との差別化にもつながる。また，ボトムアップのメッセージの受け手として，「偏差値40の高校生を教えている高校教員」「偏差値40の高校生の保護者」にターゲットを絞る。情報発信のターゲットを，漠然とした社会一般にするのではなく，偏差値40前後の高校生を抱える高校教員や保護者に焦点化する。彼らをターゲットに絞った場合，夢物語のような東証一部上場企業への少数の就職実績を示すよりも，偏差値40の学生を受け入れた後に，どのようなフォロー体制が整備されているのかを堅実に示した方が，現実的な共感を得られるのではないだろうか。
引用・参考文献

1)読売新聞教育ネットワーク事務局：大学の実力2016，中央公論新社，2015，p.34-35．
2)同上，p.26-27．
3）児玉英明：教育情報公表の義務化とリメディアル教育―大学の情報発信力の視点から―，リメディアル教育研究，第7巻第1号，2012，p.60-67．

